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024年9月、国際監査・保証基準審議会（International Auditing 
and Assurance Standards Board：IAASB）は、国際サステナ 

ビリティ保証基準5000（ International Standard on Sustainability  
Assurance 5000：ISSA5000）を承認し、同年11月に、公益監視委員会
（Public Interest Oversight Board：PIOB）の承認を経て最終化されま
した。
ISSA5000は、あらゆるサステナビリティ関連の主題、情報、開示に適合
するように設計されています。また、公認会計士・監査法人だけでなく、そ
の他のすべての保証業務実施者が適用可能な基準として開発されており、
現在議論が進められている制度開示においても広く利用される保証基準
になることが想定されます。
企業にとってISSA5 0 0 0を理解することは、サステナビリティ情報の第三
者保証を受けるにあたり必要な対応を理解するうえで有用となります。
本稿では、ISSA5000の概要および特徴、限定的保証と合理的保証のそ
れぞれに求められる対応について解説しています。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。
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POINT 1

サステナビリティ情報の包括的な
保証基準

ISSA5000はすべてのサステナビリティ
情報を対象とし、監査法人を含むすべ
ての保証業務実施者が準拠することを
想定して作成された保証基準である。

POINT 2

ISSA5000を理解することの 
有用性

ISSA 5000を理解することは、企業担
当者にとって保証を受けるにあたり必
要な準備事項を理解するうえで有用で
ある。

POINT 3

限定的保証から合理的保証へ

現状は任意保証、制度保証ともにその
多くが限定的保証業務であるが、今後、
制度開示の要請により合理的保証が
求められることも想定される。両者の手
続きの違いに留意して準備を進めてい
く必要がある。
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Ⅰ

概要と経緯

近年、EUの企業サステナビリティ報告
指令（CSRD）、米国証券取引委員会（SEC） 
の気候関連開示規則、わが国における
IFRS®サステナビリティ開示基準を踏まえ
たサステナビリティ基準委員会（SSBJ）に
よる国内開示基準の議論など、サステナビ
リティ情報開示規制の動きが急速に進ん
でいます。同時に、企業によって報告され
るサステナビリティ情報の信頼性を担保
する観点から、保証の義務化およびサス
テナビリティ情報に特化した保証基準策
定のニーズが高まっています。
このような背景のもと、国際監査・保証

基準審議会（IAASB）は、2021年12月から
サステナビリティ情報の保証に関する情
報収集および調査活動を開始し、2022年
9月にサステナビリティ情報に関する包括
的な保証基準を開発するためのプロジェ
クト提案を承認しました。その後、2023年
8月の公開草案の公表、コメント募集等を
経て、2024年11月にISSA5000が最終化さ
れました。これに付随して、2025年1月の
最終化を目指して、現在適用ガイダンスが
開発されています。

Ⅱ

ISSA5000の特徴

1. ISSA5000の適用

①  すべてのサステナビリティ情報に 
関する保証業務に適用
本基準は、すべてのサステナビリティ

情報に関する保証業務を対象とします（ 1

項、8項。以下、指定のない場合、項番は
ISSA5000のものである）。
サステナビリティ情報に関する保証業

務において、対象とするトピック（ 気候、
労働慣行、生物多様性など）は多岐にわた
ります。また、保証の範囲も企業が報告す
るサステナビリティ情報の全体に及ぶ場
合もあれば、一部のみに限定される場合

もありますが、これらはすべて本基準の対
象となります（2項、5項）。
加えて、保証は保証対象の情報に対し

て付与される保証の水準の違いにより合
理的保証と限定的保証に区分され、本基
準はその両方に対応しています（9項）。
ここで、合理的保証とは、保証業務実

施者が保証業務リスク（重要な虚偽の表
示を看過して誤った意見を形成するリス
ク）を受入可能な低い水準まで減少させる
保証のことを指します。
一方、限定的保証は、合理的保証と比

較して許容する保証業務リスクが高い（つ
まり、保証の水準が相対的に低い）保証を
指します。両者は保証の水準が異なること
から、実施する手続きの種類、時期およ
び範囲が異なります（9項）。
合理的保証または限定的保証のいずれ

が必要とされるかは、企業が準拠するサス
テナビリティ開示基準の要求事項により
ます。たとえば、CSRDでは、制度開始当
初は限定的保証が求められますが、将来
的に合理的保証への移行が検討されてい
ます。

② すべての保証業務実施者に適用
本基準は、公認会計士または監査法人

に限らず、ISSA5000に基づき保証業務を
実施するすべての保証業務実施者に適用
できるよう開発されています。一方で、多
様なバックグラウンドを有する保証業務
実施者に対して、少なくとも国際会計士倫
理基準審議会（ IESBA）の倫理規程およ
びISQM-1（監査事務所の品質マネジメン
ト）に相当する規程の遵守を要求すること
で（ 6項）、高品質な保証業務の提供が担
保される仕組みになっています。

③  ISAE3000（改訂）、ISAE3410の
今後の取扱い
従来、サステナビリティ情報の保証業務

は、国際監査・保証基準審議会の国際保
証業務基準3000（ISAE3000）（改訂）「過
去財務情報の監査又はレビュー以外の
保証業務」および国際保証業務基準 3410

（ ISAE3410）「温室効果ガスに対する保
証業務」に準拠して実施されてきました
が、ISSA5000は包括的な基準であり（ 11

項）、ISSA5000発効後は本基準のみを適
用してサステナビリティ情報の保証業務を
実施することになります。
また、ISSA5000の発効後、ISAE3000

（改訂）はサステナビリティ情報以外の保
証業務が準拠すべき基準として引続き存
続する一方、ISAE3410は廃止される見込
みです。

④ ISSA5000の対象外となる事項
上述のとおり、ISSA5000はすべてのサ

ステナビリティ情報の保証業務に適用さ
れます。しかし、IAS第37号「気候関連の
コミットメント」のように、財務報告の枠組
みにしたがって企業の財務諸表に含める
ことが要求されるサステナビリティ情報に
ついては、他の財務情報と同様に国際監
査基準に準拠して監査されることとなりま
す（12項）。

2. 重要性

① 定性的な重要性と定量的な重要性
ISAE3000（改訂）では保証業務の手続

きの種類、時期および範囲を決定する場
合や主題情報（＝サステナビリティ情報）
に重要な虚偽表示があるかどうかの判断
を行う場合、重要性を考慮することが要
求されています。
一方、ISSA5000では定性的な開示情報

の重要性の考慮と、定量的な開示情報の
重要性の決定が要求されます（97項）。こ
れは、定性的な情報と定量的な情報に分
けて、重要性を検討することが求められて
いるということです。なお、定性的な開示
における重要性の考慮事項の例には、図
表1に示す項目があります（A300項）。

② ダブル・マテリアリティとの関係
CSRDのように、サステナビリティ情報

の報告の枠組み、または基準が財務的重
要性とインパクトの重要性、すなわちダ
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ブル・マテリアリティを要求する場合につ
いてもISSA5000を適用した保証が可能 

です。
保証業務実施者は手続きを計画・実施

し、特定された虚偽表示が重要であるか
どうかを判断するために重要性を検討ま
たは決定しますが、その際に財務的重要
性とインパクトの重要性の両方の観点を考
慮することが要求されています（99項）。

3. 合理的保証と限定的保証の相違点

① 内部統制の理解
ISAE3000（ 改訂）では、保証業務実

施者は、業務に関連する主題情報の作成
を対象とする内部統制を考慮することが
求められていますが（ ISAE3000（改訂）、
47L、47R項）、ISSA5000では合理的保証
業務または限定的保証業務の別に、図表

2に示すように、より具体的な手続きを要
求しています。
保証業務実施者には、内部統制の構

成要素（統制環境、リスク評価、モニタリ
ング、統制活動、情報システムとコミュニ
ケーション、内部統制のデザインと業務へ
の適用）の理解が要求され、企業には、サ
ステナビリティ情報に係る内部統制の文
書化などの対応が必要になると考えられ
ます（114項～120項）。

② リスク対応手続きの実施
保証業務実施者は、企業のサステナビ

リティ情報に関連する内部統制の理解お
よび評価を踏まえて、証拠を得るために
図表3のようなリスク対応手続きを実施し
ます。

ISAE3410と同様に、限定的保証は開示
レベル（たとえば、温室効果ガス排出量

図表2 限定的保証業務および合理的保証業務で保証業務実施者が内部統制について理解すべきこと

限定的保証（L） 合理的保証（R）

内部統制の構成要素 114～117、120項について質問により理解（113L項） 114～117、119項について質問およびその他の手続き
の実施により理解（113R項）

統制環境 サステナビリティ事項およびサステナビリティ情報の
作成に関連する統制環境（114L項）

左記（114L）事項、その際に以下の評価
・誠実で倫理的な企業文化の構築と維持
・他の構成要素への適切な基盤の提供
・統制環境で識別された不備（114R項）

リスク評価プロセス リスク評価プロセスの結果（115L項）

左記（115L）事項、以下を含む
・リスクの特定、重要性の評価と対応
・リスク評価プロセスの結果の理解
・リスク評価プロセスが適切かどうか（115R項）

モニタリング 内部統制システムをモニタリングするプロセスの結果
（116L項）

左記（116L）事項および以下の評価
・モニタリングプロセスおよびその結果
・モニタリングプロセスの適切性（116R項）

情報システムと 
コミュニケーション

以下のプロセスを含む情報システムとコミュニケーション
・サステナビリティ情報の特定 
・外部からの情報についてサステナビリティ情報への組込み 
・見積りや将来予測情報に関するメトリクス、仮定、データの基準への適合性の特定（117項）

統制活動 ―
保証業務実施者が運用状況の有効性をテストするコン
トロール、関連するITアプリケーション、IT環境および
IT全般統制の特定（119R項）

内部統制のデザインと 
業務への適用

保証業務実施者が内部統制の運用上の有効性をテス
トする場合、理解が必要（120L項）

119R項で特定された各コントロールについてデザイン
の有効性と業務への適用状況の理解のため、質問およ
び手続きの実施（120R項）

出典：ISSA5000を基にKPMG作成

図表1 定性的な開示における重要性の考慮事項の例

・サステナビリティ課題によって影響を受ける人数、企業数およびその深刻度

・ 潜在的な虚偽表示が目標達成に対する経営者のインセンティブやプレッシャーに影響を
及ぼすか否か、また、法規制遵守に影響を及ぼすか否か

・ 適用される規準にインパクトに関するデューデリジェンスの概念が含まれている場合、当
該インパクトの性質および程度

出典：A302項より一部抜粋し、KPMG作成
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が適切に集計・開示されないリスク）で、
合理的保証はより詳細にアサーションレ
ベル（たとえば、温室効果ガス排出量が
網羅的に集計されないリスク、正確に集計
されないリスク）で、それぞれ重要な虚偽
表示リスクの評価および対応をすることが
求められます。
なお、ISSA5000では、合理的保証、限

定的保証ともに不正および法令違反につ
いての手続きの明確化が図られています。
保証業務実施者の過去の経験にかかわら
ず、不正による重要な虚偽表示が存在す
る可能性を認識し、保証業務の全過程を
通じて職業的懐疑心を保持すること（ 64

項）、保証業務手続きから法令違反に気
付く可能性があることに注意すること（ 65

項）、不正または違法行為を識別した場
合、規制当局への報告の必要性およびそ
の場合の責任の所在の明確化を求めてい
ます（67項）。
また、当該事項がサステナビリティ情報

に与える影響を評価し、適切に対応するこ
とも求めています（131項）。

③ 保証報告書の様式
保証報告書は、限定的保証業務か合理

的保証業務かにより、結論の記載が異な
ります（図表4参照）。
限定的保証業務における手続きの種

類、時期および範囲は、合理的保証業務
に比べて限定されています。そのため、限
定的保証業務の結論は消極的形式（実施
した手続きおよび入手した証拠に基づい
て、情報に重要な虚偽表示があると業務
実施者に信じさせる事項が認められたか
どうかを記載する形式）で表明します。一
方、合理的保証業務の場合は積極的形式
（ 適合する規準によってサステナビリティ
情報を測定または評価した結果に対する
保証業務実施者の意見を伝達する形式）
で表明します。
また、ISSA5000では限定的保証業務

の保証報告書において「実施した手続き
の要約」という表題を設けたうえで、実施
した手続きの種類、時期および範囲を十

分に記載することを求めています（ 190項 

（c）（ i））。なお、財務報告に対する監査報
告書のように、監査上の主要な検討事項
（KAM）に相当する事項の記載は、現時点
においては求められていません。また、そ
の他の情報（ 保証対象以外の企業の報
告事項）については、保証業務実施者が
保証業務で得た知識と実質的に矛盾がな
いか、またはその他の重要な虚偽の記載
がないかどうかを検討した旨が記載され 

ます。

Ⅲ

ISSA5000の適用時期と
CSRD、SSBJとの関係

ISSA5000は、2026年12月15日以後開
始する期間のサステナビリティ情報に対
する保証業務、または2026年12月15日以
後の特定の時点において報告されるサス
テナビリティ情報に対する保証業務から
適用されます。また、早期適用も認められ
ています（15項）。

ISSA5000はさまざまな開示フレーム

図表3 限定的保証業務および合理的保証業務のリスク対応手続きの主な違い

限定的保証（L） 合理的保証（R）

重要な虚偽表示 
リスクの特定と評価 開示レベル アサーションレベル

見積り、
将来予測情報

規準の要求事項への対応
・ 情報の作成方法の適切性、 
一貫性の検討

左記の対応に加え、以下から1つ
以上実施
・ 情報の作成方法のテスト
・ 推定値または許容範囲を設定
し企業の推定値を評価
・ 報告日までに発生した事象から
証拠を入手

不正、違法行為

行為の性質と発生した状況の理解
・ サステナビリティ情報に与える影響を評価するため追加情報の 
入手
マネジメント、ガバナンス責任者との協議
・ 不正行為またはコンプラ違反の影響を評価し、適切な措置

出典：ISSA5000を参考にKPMG作成

図表4 保証報告書の結論の例

限定的保証報告書 合理的保証報告書

（a） 準拠性の枠組みに基づく場合
保証業務実施者が実施した手続きおよび入
手した証拠に基づき、サステナビリティ情報
が、［規準名］に準拠して作成されていない
と信じさせる事項がすべての重要な点にお
いて認められなかった。

（b） 適正表示の枠組みに基づく場合
保証業務実施者が実施した手続きおよび入
手した証拠に基づき、サステナビリティ情報
が、［規準名］に準拠して適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点
において認められなかった（A545L）。

（a） 準拠性の枠組みに基づく場合
保証業務実施者は、サステナビリティ情報
が、すべての重要な点において、［規準名］に
準拠して作成されているものと認める。
 
 

（b） 適正表示の枠組みに基づく場合
保証業務実施者は、サステナビリティ情報
は、［規準名］に準拠してすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める
（A546R）。

出典：ISSA5000を基にKPMG作成
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ワークに対応可能な基準であり、策定に
あたっては金融庁、欧州監査監督機関委
員会（CEAOB）やSECのほか、各国・地域
の規制当局と連携をとって進められてい 

ます。
CSRDは、2026年10月までにISSA5000

とは別の保証基準を採択する予定です
が、その内容にISSA5000が大きな影響を
与えることが想定されます。したがって、
ISSA5000はCSRDの適用者にとっても有
用な情報を与える基準となっていると考え
られます。
日本でも、金融審議会「サステナビリ

ティ情報の開示と保証のあり方に関する
ワーキング・グループ」において、サステナ
ビリティ開示の制度化と保証について議
論が進められているところです。

2024年 3月には、SSBJが、IFRSサステ
ナビリティ開示基準を基に国内のサステ
ナビリティ開示基準の公開草案を公表し
ています。今後IFRS S1号・S2号に相当する
日本基準でのサステナビリティ開示が制
度化され、ISSA5000を適用した保証が義
務付けられることが想定されます。
保証基準の要求事項は、保証業務実施

者が実施しなければならない事項である
と同時に、企業の立場からは保証を受け
るために準備が必要な事項でもあります。
特に、サステナビリティ情報に関する内

部統制については、多くの日本企業にとっ
てプロセスの構築から体制を整える必要
がある領域です。企業の規模や事業の複
雑性を勘案しながら前もって進める必要
があります。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGあずさサステナビリティ株式会社
長坂 芳充／ディレクター　

 yoshimitsu.nagasaka@jp.kpmg.com

北之防 友子／マネジャー　
 tomoko.kitanobo@jp.kpmg.com

関連情報

ウェブサイトでは、KPMGの提供するサステナビリ
ティ情報の保証業務について紹介しています。

https://kpmg.com/jp/ja/home/services/
advisory/risk-consulting/sustainability-
services/sustainability-report-assurance.
html

https://kpmg.com/jp/ja/home/services/advisory/risk-consulting/sustainability-services/sustainability-report-assurance.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/services/advisory/risk-consulting/sustainability-services/sustainability-report-assurance.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/services/advisory/risk-consulting/sustainability-services/sustainability-report-assurance.html
https://kpmg.com/jp/ja/home/services/advisory/risk-consulting/sustainability-services/sustainability-report-assurance.html
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